
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年８月７日 

四日市市こども未来部こども未来課 

教育・保育及び地域子ども・子育て 

支援事業の量の見込みについて 

H26.5.27 現在 資料３ 
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量の見込みの算出は、内閣府が提示した「量の見込みの算出等のための手引き（H２６年１月）」や

「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の算出等の考え方（H３１年４

月）」を基本として、全国で共通の項目について算出を行います。 

ただし、ニーズ調査の結果から、国の算出等の考え方に基づき算出することから、実態と乖離する

場合があります。そのため、量の見込みの設定は、利用実態や提供体制の確保の内容（確保方策）

と合わせて、さらに検討していく必要があります。 
 

（１）算出する項目 
 

区分 対象事業 

教育・保育 

１号認定区分 幼稚園 認定こども園 

２号認定区分 
幼稚園 ＊共働きであるが幼稚園を利用 

保育園 認定こども園 

３号認定区分 保育園 認定こども園 地域型保育事業 

地域子ども・子育

て支援事業 

延長保育事業 

放課後児童健全育成事業（学童保育所） 

子育て短期支援事業（ショートステイ） 

地域子育て支援拠点事業 

一時預かり事業 

病児・病後児保育事業 

子育て援助活動支援事業 

利用者支援事業 

妊婦健康診査 

乳幼児家庭全戸訪問事業 

養育支援訪問事業 

実費徴収に係る補足給付を行う事業（新） 
  

（２）算出手順 
 

 

　　　　計画期間における令和2年度～6年度の 調査結果の就労意向から潜在的な

         児童数を住民基本台帳人口から推計 家庭類型の割合を算出

　　　　　　　  家庭類型別児童数に教育・保育事業

　　　　　　　  などの利用意向の割合を算出

①推計児童数 × ②潜在家庭類型の割合 ＝ ③家庭類型別児童数

③家庭類型別児童数 × ④利用意向の割合 ＝ ⑤量の見込み

アンケート調査の集計

１．量の見込みの具体的な算出手順 
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（３）推計児童数と潜在家庭類型の算出プロセス 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
計画期間における児童数を推計する Step1 

１．計画期間中における（令和２年度～６年度）における０歳から１１歳までの児童数を推計

する。 

２．推計にあたっては、平成２７年度～令和元年度における各年４月１日の住民基本台帳人

口をもとに、コーホート変化率法により行う。 
 

*  コーホート変化率法とは、各コーホート（同じ期間に生まれた人々の集団をさす）について、過去に

おける実績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法。 

    今回のように推計するものが比較的近い将来の人口であり、変化率の算出基礎となる近い過去に

特殊な人口変動がなく、また推計対象となる近い将来にも特殊な人口変動が予想されない場合は、

比較的簡便なこの方法を用いることができる。 

　　　　年度
年齢

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

R1
(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

　０歳 2,498 2,630 2,515 2,377 2,342 2,400 2,368 2,326 2,283 2,236

　１歳 2,715 2,534 2,605 2,528 2,406 2,356 2,414 2,381 2,339 2,296

　２歳 2,743 2,688 2,484 2,585 2,508 2,379 2,330 2,387 2,354 2,312

　３歳 2,702 2,748 2,651 2,484 2,559 2,494 2,366 2,317 2,374 2,341

　４歳 2,782 2,688 2,747 2,622 2,454 2,541 2,476 2,349 2,300 2,357

　５歳 2,729 2,792 2,684 2,737 2,620 2,452 2,539 2,474 2,347 2,299

小　計 16,169 16,080 15,686 15,333 14,889 14,622 14,493 14,234 13,997 13,841

　６歳 2,754 2,695 2,771 2,681 2,720 2,602 2,435 2,521 2,457 2,330

　７歳 2,738 2,757 2,705 2,778 2,670 2,723 2,605 2,437 2,523 2,459

　８歳 2,952 2,744 2,774 2,704 2,755 2,670 2,723 2,605 2,437 2,523

　９歳 2,717 2,950 2,738 2,739 2,706 2,745 2,660 2,713 2,595 2,428

１０歳 2,879 2,716 2,951 2,730 2,740 2,704 2,743 2,658 2,711 2,593

１１歳 2,948 2,881 2,711 2,943 2,742 2,740 2,704 2,743 2,658 2,711

小　計 16,988 16,743 16,650 16,575 16,333 16,184 15,870 15,677 15,381 15,044

総　計 33,157 32,823 32,336 31,908 31,222 30,806 30,363 29,911 29,378 28,885

97.9% 96.5% 95.2% 93.7% 92.1% 90.5%H30年度比
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潜在家庭類型を算出する 

 

Step２ 

１．アンケート調査結果から、まず、対象となる子どもの父母の有無、就労状況から「家庭類

型」を求める。 家庭類型の種類は、次のタイプ A からタイプ F の８種類となっている。 

家庭類型の種類 

　　　　　　母親

　父親 １２０時間以上 下限時間未満

 １２０時間以上

 下限時間未満

　５．現在は就労していない
　６．就労したことがない

１２０時間未満
下限時間以上

　３．パートタイム就労
　４．育休・介護休業中

  １．フルタイム就労
  ２．育休・介護休業中

                    ３．パートタイム就労
                    ４．育休・介護休業中 ５．現在は就労していない

６．就労したことがない１２０時間未満
下限時間以上

　１．フルタイム就労
　２．育休・介護休業中

タイプ B

タイプ C'

タイプ Eタイプ C

タイプ C タイプ C'

タイプ E'

タイプ D

タイプ D タイプ F

※本市が定めている下限
時間は以下のとおり。 

・4 歳(4 月 1 日時点の年
齢)未満の小学校就学前
子どもの保護者 64 時間 

・4 歳以上の小学校就学前
子どもの保護者 48 時間 

※タイプ A については、母
子家庭又は父子家庭の割
合を算出して設定する。 
 
※太線内のタイプ C’・E’・
D・F は、専業主婦家庭ある
いは父母の就労時間の短
い家庭（「就労時間短家
庭」）として、「教育標準時
間（認定こども園及び幼稚
園）」に分類される。 

母親で、現在パートタイムの人が、フルタイムへの転換希望があるのか、無業の人がフルタイム

又はパートタイムで就労する希望があるのかの意向によって、近い将来の「潜在的家庭類型」の

割合を算出する。 

就労意向から「潜在家庭類型」の割合を算出 

タイプ 父母の有無と就労状況

タイプA ひとり親家庭

タイプB フルタイム×フルタイム

フルタイム×パートタイム
           （就労時間：月120時間以上＋下限時間～120時間の一部）

フルタイム×パートタイム
                   （就労時間：月下限時間未満＋下限時間～120時間の一部）

タイプD いずれかが専業主婦（夫）

パートタイム×パートタイム
（就労時間：双方が月120時間以上＋下限時間～120時間の一部）

パートタイム×パートタイム
（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間～120時間の一部）

タイプF 無業×無業

タイプC

タイプC’

タイプE

タイプE’
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０歳 １・２歳 ３歳～就学前

割合 割合 割合 割合

タイプＡ  ひとり親 5.5% 3.1% 4.3% 7.0%

タイプＢ  フルタイム×フルタイム 30.3% 36.1% 28.3% 27.6%

タイプＣ
 フルタイム×パートタイム
                 (月120時間以上＋下限時間～120時間の一部）

25.1% 16.2% 19.8% 30.7%

タイプＣ’
 フルタイム×パートタイム
                （下限時間未満＋下限時間～120時間の一部）

5.8% 1.5% 3.0% 8.1%

タイプＤ  専業主婦（夫） 33.0% 42.9% 44.5% 26.4%

タイプＥ
 パート×パート
(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部）

0.0% 0.0% 0.0% 0.1%

タイプＥ’
 パート×パート
（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部）

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

タイプＦ  無業×無業 0.1% 0.2% 0.2% 0.1%

区　　分
０歳～就学前
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認定区分 １号認定 

対象年齢 ３～５歳児 

対象施設 幼稚園 ／ 認定こども園 

家庭類型 タイプＣ‘ フルタイム × パートタイム（短時間） 

タイプＤ 専業主婦（夫） 

タイプＥ‘ パートタイム × パートタイム ＊いずれかが短時間 

タイプＦ 無業 × 無業 

 

算出根拠 国の「手引き」に基づき算出 

【利用意向】 

問 17 における教育・保育事業の今後の利用意向で、「幼稚園」「認定こども園」のいず

れかを選択した方の割合 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

３～５歳推計児童数 7,487 7,381 7,140 7,021 6,997 

量の見込み（人） 

（２号認定幼稚園含む） 

全体 
2,481 

(4,208) 

2,445 

(4,147) 

2,363 

(4,009) 

2,322 

(3,941) 

2,314 

(3,927) 

第１ 
1,114 

(1,989) 

1,086 

(1,939) 

1,049 

(1,874) 

1,027 

(1,835) 

1,029 

(1,837) 

第２ 
769 

(1,209) 

768 

(1,208) 

729 

(1,146) 

716 

(1,126) 

709 

(1,115) 

第３ 
598 

(1,010) 

591 

(1,000) 

585 

(989) 

579 

(980) 

576 

(975) 

量の見込み／推計児童数（％） 

（２号認定幼稚園含む） 

33.1% 
(56.2%) 

【参考：H27～H30 幼稚園及びこども園１号認定の利用申込者数】 

H27 H28 H29 H30 

4,255 人 4,146 人 4,160 人 4,112 人 

 【備考】 

計画上は、次頁の「共働きであるが幼稚園の利用希望する者」を合わせた数値を

計上する。 
 

２-１．量の見込みの算出結果（教育・保育事業） 

　　　　母親

　父親 １２０時間以上 下限時間未満

 １２０時間以上

 下限時間未満

５．現在は就労していない
６．就労したことがない１２０時間未満

下限時間以上

　１．フルタイム就労
　２．育休・介護休業中

　３．パートタイム就労
　４．育休・介護休業中

１２０時間未満
下限時間以上

  １．フルタイム就労
  ２．育休・介護休業中

                    ３．パートタイム就労
                    ４．育休・介護休業中

　５．現在は就労していない
　６．就労したことがない

タイプ B

タイプ C'

タイプ Eタイプ C

タイプ C タイプ C'

タイプ E'

タイプ D

タイプ D タイプ F

量の見込み(人) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向率(％) 
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認定区分 ２号認定 

対象年齢 ３～５歳児 

対   象 ＊共働きであるが幼稚園（預かり保育を利用する場合を含む）の利用希望が強い 

家庭類型 タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム × フルタイム 

タイプＣ フルタイム × パートタイム（長時間） 

タイプＥ パートタイム（長時間） × パートタイム（長時間） 

 

算出根拠 国の「手引き」に基づき算出 

【利用意向】 

問 17 における教育・保育事業の今後の利用意向で、複数回答のうち「幼稚園」又は

「幼稚園の預かり保育」も選択し、かつ、問 17-①で「特に幼稚園（預かり保育を利用す

る場合を含む）の利用を強く希望するか」の設問で「希望する」を選択した方の割合 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

３～５歳推計児童数 7,487 7,381 7,140 7,021 6,997 

量の見込み（人） 

全体 1,728 1,702 1,646 1,617 1,613 

第１ 875 853 825 807 809 

第２ 440 440 417 410 406 

第３ 413 409 404 400 398 

量の見込み／推計児童数（％） 23.1% 

 

【備考】 

手引きに基づく算出では、両親がフルタイム等で、かつ幼稚園の利用希望が強い

場合は２号認定の量の見込みに算出されるが、本市の計画では、当該区分の量の

見込み及び確保方策は、前頁の１号認定に合算して計上する。 
 

　　　　母親

　父親 １２０時間以上 下限時間未満

 １２０時間以上

 下限時間未満

　３．パートタイム就労
　４．育休・介護休業中

１２０時間未満
下限時間以上

　５．現在は就労していない
　６．就労したことがない

  １．フルタイム就労
  ２．育休・介護休業中

                    ３．パートタイム就労
                    ４．育休・介護休業中 ５．現在は就労していない

６．就労したことがない１２０時間未満
下限時間以上

　１．フルタイム就労
　２．育休・介護休業中 タイプ B

タイプ C'

タイプ Eタイプ C

タイプ C タイプ C'

タイプ E'

タイプ D

タイプ D タイプ F

量の見込み(人) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向率(％) 
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認定区分 ２号認定 

対象年齢 ３～５歳児 

対象施設 保育園 ／ 認定こども園 

家庭類型 タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム × フルタイム 

タイプＣ フルタイム × パートタイム（長時間） 

タイプＥ パートタイム（長時間） × パートタイム（長時間） 

 

算出根拠 国の「手引き」に基づき算出 

【利用意向】 

問17における教育・保育事業の今後の利用意向で、「幼稚園」「幼稚園の預かり保育」

「保育園」「小規模保育」「認定こども園」「事業所内保育」「その他の保育施設」「家庭

的保育」「居宅訪問型保育」のいずれかを選択した方の割合から、問 17-①で特に幼

稚園（預かり保育を利用する場合を含む）の利用を強く希望すると回答した方の割合を

除いた割合 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

３～５歳推計児童数 7,487 7,381 7,140 7,021 6,997 

量の見込み（人） 

全体 3,117 3,075 2,976 2,929 2,918 

第１ 1,287 1,255 1,212 1,187 1,189 

第２ 863 863 818 804 796 

第３ 967 957 946 938 933 

量の見込み／推計児童数（％） 41.6% 

【参考：H27～H30 利用申込者数】 

H27 H28 H29 H30 

3,378 人 3,493 人 3,497 人 3,462 人 

 

 

 

 

　　　　母親

　父親 １２０時間以上 下限時間未満

 １２０時間以上

 下限時間未満

　３．パートタイム就労
　４．育休・介護休業中

１２０時間未満
下限時間以上

　５．現在は就労していない
　６．就労したことがない

  １．フルタイム就労
  ２．育休・介護休業中

                    ３．パートタイム就労
                    ４．育休・介護休業中 ５．現在は就労していない

６．就労したことがない１２０時間未満
下限時間以上

　１．フルタイム就労
　２．育休・介護休業中 タイプ B

タイプ C'

タイプ Eタイプ C

タイプ C タイプ C'

タイプ E'

タイプ D

タイプ D タイプ F

量の見込み(人) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向率(％) 
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認定区分 ３号認定 

対象年齢 ０歳児 

対象施設 保育園 ／ 認定こども園 ／ 地域型保育（小規模等） 

家庭類型 タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム × フルタイム 

タイプＣ フルタイム × パートタイム（長時間） 

タイプＥ パートタイム（長時間） × パートタイム（長時間） 

 

算出根拠 国の「手引き」に基づき算出 

【利用意向】 

問 17 における教育・保育事業の今後の利用意向で、「保育園」「認定こども園」「小規

模保育」「事業所内保育」「その他の保育施設」「家庭的保育」「居宅訪問型保育」のい

ずれかを選択した方の割合 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

０歳推計児童数 2,400 2,368 2,326 2,283 2,236 

量の見込み（人） 

全体 1,262 1,245 1,222 1,201 1,176 

第１ 515 508 500 492 482 

第２ 374 370 361 353 345 

第３ 373 367 361 356 349 

量の見込み／推計児童数（％） 52.6% 

【参考：H27～H30 利用申込者数】 

H27 H28 H29 H30 

453 人 519 人 590 人 618 人 
 

【備考】 

依然として低年齢児における利用意向は大きいものの、手引きに基づく算出では、

問 17 で保育園等を選択した場合、すべて量の見込みとして算出されるため、利用し

た年齢を伺った設問で「子どもが１歳以上になったら」などの回答に照らして補正する

必要がある。 
 

　　　　母親

　父親 １２０時間以上 下限時間未満

 １２０時間以上

 下限時間未満

　３．パートタイム就労
　４．育休・介護休業中

１２０時間未満
下限時間以上

　５．現在は就労していない
　６．就労したことがない

  １．フルタイム就労
  ２．育休・介護休業中

                    ３．パートタイム就労
                    ４．育休・介護休業中 ５．現在は就労していない

６．就労したことがない１２０時間未満
下限時間以上

　１．フルタイム就労
　２．育休・介護休業中 タイプ B

タイプ C'

タイプ Eタイプ C

タイプ C タイプ C'

タイプ E'

タイプ D

タイプ D タイプ F

量の見込み(人) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向率(％) 
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認定区分 ３号認定 

対象年齢 １～２歳児 

対象施設 保育園 ／ 認定こども園 ／ 地域型保育 

家庭類型 タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム × フルタイム 

タイプＣ フルタイム × パートタイム（長時間） 

タイプＥ パートタイム（長時間） × パートタイム（長時間） 

 

算出根拠 国の「手引き」に基づき算出 

【利用意向】 

問 17 における教育・保育事業の今後の利用意向で、「保育園」「認定こども園」「小規

模保育」「事業所内保育」「その他の保育施設」「家庭的保育」「居宅訪問型保育」のい

ずれかを選択した方の割合 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

１～２歳推計児童数 4,735 4,744 4,768 4,693 4,608 

量の見込み（人） 

全体 2,381 2,385 2,394 2,356 2,314 

第１ 978 986 999 984 968 

第２ 632 627 636 626 612 

第３ 771 772 759 746 734 

量の見込み／推計児童数（％） 50.3% 

【参考：H27～H30 利用申込者数】 

H27 H28 H29 H30 

1,730 人 1,748 人 1,768 人 2,026 人 
 

【備考】 

依然として低年齢児における利用意向は大きいものの、手引きに基づく算出では、

問 17 で保育園等を選択した場合、すべて量の見込みとして算出されるため、利用し

た年齢を伺った設問で「子どもが 3 歳以上になったら」などの回答に照らして補正す

る必要がある。 
 

　　　　母親

　父親 １２０時間以上 下限時間未満

 １２０時間以上

 下限時間未満

　３．パートタイム就労
　４．育休・介護休業中

１２０時間未満
下限時間以上

　５．現在は就労していない
　６．就労したことがない

  １．フルタイム就労
  ２．育休・介護休業中

                    ３．パートタイム就労
                    ４．育休・介護休業中 ５．現在は就労していない

６．就労したことがない１２０時間未満
下限時間以上

　１．フルタイム就労
　２．育休・介護休業中 タイプ B

タイプ C'

タイプ Eタイプ C

タイプ C タイプ C'

タイプ E'

タイプ D

タイプ D タイプ F

量の見込み(人) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向率(％) 
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① 延長保育事業 

事業の概要 通常の保育時間を超えて保育を行う事業 

対象年齢 ０～５歳児 

対象家庭類型 タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム × フルタイム 

タイプＣ フルタイム × パートタイム（長時間） 

タイプＥ パートタイム（長時間） × パートタイム（長時間） 

算出の根拠 

 及び方法 

国の「手引き」に基づき算出 

【利用意向】 

２号認定（保育利用）又は３号認定に該当し、かつ問 16-②で利用意向時間を 18 時

以降までと回答している方の割合 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

０～５歳推計児童数 14,622 14,493 14,234 13,997 13,841 

量の見込み（人） 

全体 994 985 967 952 942 

第１ 441 436 429 421 418 

第２ 261 260 253 249 245 

第３ 292 289 285 282 279 

【参考：H27～H30 利用実績】 

H27 H28 H29 H30 

212 人 
（26 園） 

215 人 
（26 園） 

250 人 
（27 園） 

258 人 
（32 園） 

 

【備考】 

手引きに基づく算出では、現状の利用実績と乖離が大きいため、他の設問にお

ける保護者の帰宅する時刻や、現在保育園等を利用していない理由として「必要

がない」「将来利用したい」などの回答に照らしながら、利用実態や確保方策と合わ

せて検討する必要がある。 

 

 

 

２-２．量の見込みの算出結果（地域子ども・子育て支援事業） 

量の見込み(人) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向率(％) 
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② 放課後児童健全育成事業（学童保育所） 

事業の概要 保護者の就労等により、昼間、留守家庭の小学校児童が放課後や夏休みなどに学

童保育所に通所し、適切な遊びや指導員による健康管理、安全確保、情緒の安定

など、家庭の保護機能の補完的役割を果たす生活の場として保育を行う 

対象年齢 小学生 

対象家庭類型 タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム × フルタイム 

タイプＣ フルタイム × パートタイム（長時間） 

タイプＥ パートタイム（長時間） × パートタイム（長時間） 

算出の根拠 

 及び方法 

幼稚園、保育園、こども園の４・５歳児の全保護者に実施した調査結果の数値で算出 

【利用意向】 

問 10 における学童保育所の利用意向で、「利用したい」「できれば利用したい」を選

択した方のうち、問１１-①で回答した「利用したい学年」から算出した割合 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 
＜低学年＞ 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

低学年推計児童数人 7,995 7,763 7,563 7,417 7,312 

量の見込み（人） 

１年 882 826 855 833 790 

２年 507 485 454 470 458 

３年 427 436 417 390 404 

小計 1,816 1,747 1,726 1,693 1,652 

量の見込み／推計児童数（％） 22.7% 

＜高学年＞ 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

高学年推計児童数人 8,189 8,107 8,114 7,964 7,732 

量の見込み（人） 

４年 290 281 287 274 256 

５年 190 193 187 191 182 

６年 178 176 178 173 176 

小計 658 661 652 638 614 

量の見込み／推計児童数（％） 8.0% 

＜全 体＞ 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

推計児童数 16,184 15,870 15,677 15,381 15,044 

量の見込み（人） 2,474 2,408 2,378 2,331 2,266 

量の見込み／推計児童数（％） 15.3% 
 

【参考：H27～H30 利用実績】 

H27 H28 H29 H30 

1,639 人
（46 か所） 

1,785 人
（50 か所） 

1,963 人
（53 か所） 

2,176 人
（56 か所） 

【備考】 

   過去の利用実績と調査結果に基づく算出では、校区別で比較すると乖離が出て

いること、また、女性の就労意向割合の上昇分が計画初年度から反映されている

こと等を考慮しながら、利用実態や確保方策と合わせて検討する必要がある。 
 

量の見込み(人) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向率(％) 
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③ 子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

事業の概要 保護者の疾病等の事情により、養育が一時的に困難となった場合や緊急一時的に

保護を必要とする場合に、子どもを一時的に養育又は保護する 

対象年齢 ０～５歳児 

対象家庭類型 すべての家庭類型 

算出の根拠 

 及び方法 

国の「手引き」に基づき算出 

利用意向＝利用意向率×利用意向日数 

＜利用意向率＞ 

問 25-①における泊りがけで家族以外にみてもらわなければならなかったときの対処方

法で、「ｼｮｰﾄｽﾃｲを利用した」「仕方なく子どもだけで留守番をさせた」を選択した方の割合 

＜利用意向日数＞ 

上記を選択した方のこの１年間の平均日数 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み(人日／年) 628 623 611 601 595 
 

【参考：H27～H30 延べ利用実績】 

H27 H28 H29 H30 

617 人 643 人 403 人 719 人 
 

【備考】 

手引きに基づく算出によると、泊りがけの預け先として「ショートステイを利用した」

「仕方なく子どもだけで留守番をさせた」を選択された回答数が過少であったため、

利用実績と比較して大きな乖離は無いものの、利用実績や確保方策と合わせて独

自に適切な量の見込みを算出する必要がある。 

 

 

 

量の見込み(人日／年) ＝家庭類型別児童数(人) × 利用意向 
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④ 地域子育て支援拠点事業 

事業の概要 乳幼児とその保護者が相互に交流を行う場所を開設し、育児負担の軽減と育児不

安の解消を目的として、子育てについての相談や情報の提供その他の支援を行う 

対象年齢 ０～２歳児 

対象家庭類型 すべての家庭類型 

算出の根拠 

 及び方法 

国の「手引き」に基づき算出 

利用意向＝利用意向率×利用意向回数 

*量の見込みは０～２歳児が対象 

＜利用意向率＞ 

問 26-①及び 27 で子育て支援センターを「利用している」及び「利用していないが、今後

利用したい」を選択した方の割合 

＜利用意向回数＞ 

利用意向のある方の月当たりの平均利用意向回数 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み 

(人回／年) 

全体 201,101 200,402 199,647 196,323 192,631 

第１ 76,620 76,707 77,001 75,802 74,470 

第２ 55,942 55,468 55,567 54,534 53,265 

第３ 68,539 68,227 67,079 65,987 64,896 

【参考：H27～H30 延べ利用実績】 

H27 H28 H29 H30 

98,444 人 108,943 人 110,754 人 105,117 人 
 

【備考】 

手引きに基づく算出では、定期的な保育園等の利用者や利用意向者の利用希

望も量の見込みとして反映されており、現状の利用実績との乖離が非常に大きくな

っているため、実際に利用している家庭類型なども考慮しながら確保方策と合わせ

て補正する必要がある。 

 

 

 

 

量の見込み(人回／年) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向 × 12月 
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⑤-１  一時預かり事業（幼稚園における在園児を対象とした一時預かり・預かり保育） 

事業の概要 通常保育終了後に在園児の一時預かりを実施、保護者に対する育児支援及び子ど

もの育成を図る。 

対象年齢 ３～５歳児 

対象家庭類型 タイプＣ‘ フルタイム × パートタイム（短時間） 

タイプＤ 専業主婦（夫） 

タイプＥ‘ パートタイム × パートタイム ＊いずれかが短時間 

タイプＦ 無業 × 無業 

算出の根拠 

 及び方法 

国の「手引き」に基づき算出 

利用意向＝利用意向率×利用意向日数 

【１号認定】該当者による利用 

＜利用意向率（ア×イ）＞ 
ア～ 問 17 で「幼稚園」又は「認定こども園」を選択し、かつ、問 24 における不定期の一

時預かりの利用意向で「利用したい」を選択した方の割合 
イ～ 問16-①で「幼稚園」を選択し、かつ、問23で不定期の一時預かり事業を選択した

方のうち、「一時保育」「幼稚園の預かり保育」を選択した方の割合 
＜利用意向日数＞ 

利用意向のある方の年間の平均利用日数 

【２号認定】該当者による利用 

＜利用意向率＞  100％とする 
＜利用意向日数＞ 

   ２号認定で幼稚園の利用意向がある方の年間就労日数 
（問 11 における 1 週あたりの就労日数×52 週） 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 
「１号認定」による利用 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み 

(人日／年) 

全体 29,902 29,342 28,357 27,830 27,792 

第１ 20,414 19,901 19,228 18,827 18,856 

第２ 5,162 5,159 4,895 4,808 4,763 

第３ 4,326 4,282 4,234 4,195 4,173 
 
「２号認定」による利用 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み 

(人日／年) 

全体 420,721 414,221 400,552 393,657 392,538 

第１ 216,101 210,669 203,542 199,304 199,611 

第２ 106,767 106,706 101,246 99,455 98,527 

第３ 97,853 96,846 95,764 94,898 94,400 

【参考：H27～H30 延べ利用実績】 

H27 H28 H29 H30 

62,651 人 64,459 人 70,181 人 74,682 人 
 

【備考】 

手引きに基づく算出では、２号認定（両親共稼ぎで幼稚園を希望）の子どもが毎

日通年で利用（1 週あたりの就労日数×52 週）するという前提で量の見込みが算

出に反映されており、現状の利用実績との乖離が非常に大きくなっているため、利

用実態や確保方策と合わせて補正する必要がある。 

 
 

量の見込み(人日／年) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向 
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⑤-２  一時預かり事業（保育園・こども園で実施する一時保育） 

事業の概要 親の私用やリフレッシュ等を目的として利用できる子どもの一時的な保育 

対象年齢 ０～５歳児 

対象家庭類型 すべての家庭類型 

算出の根拠 

 及び方法 

国の「手引き」に基づき算出 

利用意向＝利用意向率×利用意向日数 

＜利用意向率＞ 

問 24 における不定期の一時預かりの利用意向で、「利用したい」を選択した方の割合 

＜利用意向日数＞ 

利用意向のある方の年間の平均利用意向日数 

 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み 

(人日／年) 

全体 127,219 126,375 124,584 122,553 120,928 

第１ 51,560 51,171 50,743 49,869 49,292 

第２ 38,624 38,432 37,596 36,912 36,275 

第３ 37,035 36,772 36,245 35,772 35,361 

 

【参考：H27～H30 利用実績】 

H27 H28 H29 H30 

8,720 人 8,385 人 8,901 人 8,966 人 
 

【備考】 

手引きに基づく算出では、定期的な保育園等の利用者や利用意向者の利用希

望も量の見込みとして反映されており、現状の利用実績との乖離が非常に大きくな

っているため、利用実態や確保方策と合わせて補正する必要がある。 

 

 

 

量の見込み(人日／年) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向 － 「幼稚園

における在園児を対象とした預かり保育の利用意向日数」 
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⑥ 病児保育事業 

事業の概要 保護者の就労等の都合により、保育園や幼稚園、小学校に通っている児童が病気ま

たは病気の回復期にあるが、まだ集団生活に不安がある間、一時的に児童の保育を

行う 

対象年齢 保育園、幼稚園、小学校に通園・通学する児童 

対象家庭類型 タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム × フルタイム 

タイプＣ フルタイム × パートタイム（長時間） 

タイプＥ パートタイム（長時間） × パートタイム（長時間） 

算出の根拠 

 及び方法 

国の「手引き」に基づき算出 

利用意向＝利用意向率×利用意向日数 

＜利用意向率（発生頻度）＞ 

問 22-①で子どもの病気の際の対応として「父親が休んだ」「母親が休んだ」を選択し

た方のうち、問 22-②で「できれば病児・病後児保育施設等を利用したい」を選択した方

と、問 21-①で「病児・病後児保育を利用した」「ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰを利用した」「仕方

なく子どもだけで留守番をさせた」を選択した方の割合 

＜利用意向日数＞ 

利用意向のある方の年間の平均意向日数 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み(人日／年) 11,949 11,844 11,632 11,438 11,311 
 

【参考：H27～H30 利用実績】 

H27 H28 H29 H30 

1,217 人 
（1 か所） 

1,406 人 
（1 か所） 

1,604 人 
（2 か所） 

1,476 人 
（2 か所） 

 

【備考】 

手引きに基づく算出では現状の利用実績と乖離が非常に大きいため、現状の開

所日数や利用実態等を考慮しながら確保方策に合わせて検討する必要がある。 

 

 

 

量の見込み(人日／年) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向 
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⑦ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業 ） 

事業の概要 育児の援助を受けたい人（依頼会員）と育児の援助を行いたい人（援助会員）が会員

として登録し、相互の信頼と了解のもとに育児の援助を行う 

対象年齢 小学生以下 

対象家庭類型 すべての家庭類型 

算出の根拠 

 及び方法 

幼稚園、保育園、こども園の４・５歳児の全保護者に実施した調査結果の数値で算出 

利用意向＝利用意向率×利用意向日数 

＜利用意向率＞ 

問 15 におけるファミサポの利用意向で、「利用する」「できれば利用したい」を選択した

方の割合 

＜利用意向日数＞ 

利用意向のある方の平均利用意向頻度 

 

 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 
＜０～５歳児＞ 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み(人日／年) 45,705 45,058 43,587 42,860 42,714 
 
＜就学児＞ 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み(人日／年) 29,985 29,403 29,045 28,497 27,873 
 

【参考：H27～H30 延べ活動実績】 

H27 H28 H29 H30 

2,632 人 2,120 人 2,112 人 2,227 人 
 

【備考】 

調査結果に基づく算出では、子どもが決まった頻度で利用（1 週あたりの利用日

数×52 週、等）するという前提で量の見込みが算出に反映されており、現状の利

用実績と乖離が非常に大きいため、現状の利用実態等を考慮しながら確保方策に

合わせて検討する必要がある。 

 

 

 

量の見込み(人日／年) ＝ 家庭類型別児童数(人) × 利用意向 
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⑧ 利用者支援事業 

事業の概要 子ども及びその保護者等がその選択に基づき、教育・保育施設や地域子ども・子育

て支援事業を円滑に利用できるよう、情報提供や相談、助言等を行う 

対象年齢 主に０～５歳児 

対象家庭類型 すべての家庭類型 

算出の根拠 

 及び方法 

独自に算出 ＊国の「手引き」で標準算出方法の記載なし 

・「特定型」「基本型」「母子保健型」すべての事業類型による利用者支援専門員を

配置して利用者支援事業を実施している。 

・利用者支援専門員は、現在、市中部と南部に配置しているが、今後、市北部での

基本型による利用者支援専門員の配置を検討していく。 
 

量の見込み 

（暫定値） 

 
（実施箇所数） 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

特定型 １ １ １ １ １ 

基本型 ３ ３ ３ ３ ４ 

母子保健型 １ １ １ １ １ 

計 ５ ５ ５ ５ ６ 
 

【参考：H27～H30 実施箇所数及び相談件数】 

年度 H27 H28 H29 H30 

事 

業 

類 

型 
特定型 

箇所数 
（相談件数） 

1 
（202） 

１ 
（297） 

１ 
（245） 

1 
（388） 

基本型 
箇所数 

（相談件数） 
― ― 

２ 
（303） 

３ 
（704） 

母子保健型 
箇所数 

（相談件数） 
― 

１ 
（1,764） 

１ 
（2,338） 

１ 
（2,496） 

合計 
箇所数 

（相談件数） 
1 

（202） 
2 

（2,061） 
4 

（2,886） 
5 

（3,588） 

※特定型=総合会館３階こども未来課内 

  基本型=単独型の橋北・塩浜子育て支援センター、こども子育て交流プラザ 

  母子保健型=総合会館３階すくすくルーム 
 

 

⑨ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

事業の概要 おおむね生後 4 か月に達するまでの乳児がいる家庭を保健師・助産師・看護師及び

赤ちゃん訪問員が対象者の自宅に訪問する事業 

対象者 生後 4 か月までの赤ちゃんのいる全ての家庭 

算出の根拠 

 及び方法 

独自に算出 ＊国の「手引き」で標準算出方法の記載なし 

外国人を含めた出生数の減少率（10 年平均） 98.1％を乗じて算出。 
 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み(人／年) 2,378 2,333 2,289 2,246 2,203 
 

【参考：H27～H30 訪問実績】 

H27 H28 H29 H30 

2,749 人 2,613 人 2,482 人 2,471 人 
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⑩ 妊婦健康診査 

事業の概要 一般健康診査を医療機関に委託して行い、妊婦が希望する医療機関を選択して受

診する事業 

対象者 全ての妊婦 

算出の根拠 

 及び方法 

独自に算出 ＊国の「手引き」で標準算出方法の記載なし 

外国人を含めた出生数の減少率（10 年平均）98.1％を乗じた出生見込み数に、平

成 30 年度の健診回数と平成 29 年度出生数（2,437 人）から算出した、一人当たり

平均健診回数(11.1 回)を乗じて算出。 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み 
人数 2,312 2,268 2,225 2,183 2,142 

健診回数 25,663 25,175 24,698 24,231 23,776 

【参考：H27～H30 受診者実績】 

H27：１～５回目 12,922 人、６～10 回目 11,960 人、11～14 回目 5,304 人 

H28：１～５回目 12,204 人、６～10 回目 11,283 人、11～14 回目 5,412 人 

H29：１～５回目 11,819 人、６～10 回目 10,641 人、11～14 回目 5,183 人 

H30：１～５回目 11,535 人、６～10 回目 10,357 人、11～14 回目 5,192 人 

  

 

 

⑪ 養育支援訪問事業 

事業の概要 養育支援が特に必要な家庭を保健師や支援員が訪問して、養育に関する指導、助

言、育児援助等の支援を行い、適切な養育の実施を確保するための事業 

対象者 養育支援が特に必要な家庭 

算出の根拠 

 及び方法 

独自に算出 ＊国の「手引き」で標準算出方法の記載なし 

・家事育児支援については、支援員３名×１カ月２０コマ訪問×１２カ月×0.8（キャン

セル等）＝５７６件。 

・専門的支援については、４５ケース×１カ月１コマ訪問×４カ月継続＝１８０件。合計

して、７５６件を目標延べ訪問数とする。目標訪問家庭数４５件。 

 

量の見込み 

（暫定値） 

 

年度  R2 R３ R４ R５ R６ 

量の見込み 
訪問家庭数 ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ 

延べ訪問数 ７５６ ７５６ ７５６ ７５６ ７５６ 
 

【参考：H27～H30 実績】 

H27 H28 H29 H30 

延べ 459 人 
（43 件） 

延べ 552 人 
（53 件） 

延べ 427 人 
（44 件） 

延べ 738 人 
（42 件） 

  
 


